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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成20年６月30日に提出いたしました第105期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)有価

証券報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報

告書を提出するものであります。

 

２ 【訂正事項】

第一部  企業情報

第５  経理の状況

２  財務諸表等

(1)  財務諸表

注記事項

(リース取引関係)

 

 

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

第５ 【経理の状況】

２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

注記事項

(リース取引関係)

 

（訂正前）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

  
動産
(百万円)

 
その他
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額相当額 2,040 368 2,409

減価償却
累計額相当額

 916 301 1,217

減損損失
累計額相当額

 ―  ―  ―

期末残高相当額 1,124 67 1,192

　・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

  
有形固定資産
(百万円)

 
無形固定資産
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額相当額 2,853 ―  2,853

減価償却
累計額相当額

 1,130 ―  1,130

減損損失
累計額相当額

 ―  ―  ―

期末残高相当額 1,722 ―  1,722

　・未経過リース料期末残高相当額

 １年内 １年超 合計

 436百万円812百万円1,248百万円

　・未経過リース料期末残高相当額

 １年内 １年超 合計

 1,786百万円 ―百万円 1,786百万円

　・リース資産減損勘定の期末残高

 ―百万円

　・リース資産減損勘定の期末残高

 ―百万円

　・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 510百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 397百万円

支払利息相当額 62百万円

減損損失 ―百万円

　・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 622百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 435百万円

支払利息相当額 85百万円

減損損失 ―百万円

　・減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　・減価償却費相当額の算定方法
 
同左

　・利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

　・利息相当額の算定方法

 

同左

 （表示方法の変更）

　 当事業年度より、「取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額、期末残高相当額」の

「動産」「その他」について、それぞれ「有形固定資

産」「無形固定資産」に表示を変更しております。

　 なお、この変更による影響はありません。
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（訂正後）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

  
動産
(百万円)

 
その他
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額相当額 2,040 368 2,409

減価償却
累計額相当額

 916 301 1,217

減損損失
累計額相当額

 ―  ―  ―

期末残高相当額 1,124 67 1,192

　・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

  
有形固定資産
(百万円)

 
無形固定資産
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額相当額 2,853 ―  2,853

減価償却
累計額相当額

 1,130 ―  1,130

減損損失
累計額相当額

 ―  ―  ―

期末残高相当額 1,722 ―  1,722

　・未経過リース料期末残高相当額

 １年内 １年超 合計

 436百万円812百万円1,248百万円

　・未経過リース料期末残高相当額

 １年内 １年超 合計

 496百万円 1,289百万円 1,786百万円

　・リース資産減損勘定の期末残高

 ―百万円

　・リース資産減損勘定の期末残高

 ―百万円

　・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 510百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 397百万円

支払利息相当額 62百万円

減損損失 ―百万円

　・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 622百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 435百万円

支払利息相当額 85百万円

減損損失 ―百万円

　・減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　・減価償却費相当額の算定方法
 
同左

　・利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

　・利息相当額の算定方法

 

同左

 （表示方法の変更）

　 当事業年度より、「取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額、期末残高相当額」の

「動産」「その他」について、それぞれ「有形固定資

産」「無形固定資産」に表示を変更しております。

　 なお、この変更による影響はありません。
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